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Ⅰ 公益目的事業１（研究助成事業） 

  技術立国日本を支える科学技術の振興を図るため、若手研究者が行う研究開発に必要な経費

を助成するとともに、次年度に助成対象とする研究開発テーマを募集し、選考する。 

 

１ 平成３０年度研究開発助成金の交付 

   平成２９年度第２回定時理事会で決定する研究開発助成テーマに係る研究開発に必要な

経費を研究者に助成する。 

 （１）名  称  平成３０年度研究開発助成金 

 （２）助成件数  １４件 

（３）助成総額  １，４００万円 

  

 

 ２ 平成３１年度研究開発助成テーマの募集と選考 

   平成３１年度に助成する研究開発助成テーマを募集し、審査・選考する。 

 （１）募集対象  近畿地方、北陸地方（富山県、石川県、福井県）、中国地方、四国地方

の大学（付属研究所を含む。）及び工業高等専門学校並びに公的試験研究機

関に所属する若手研究者（４０歳未満）。 

（２）研究分野   ものづくりに資する基礎的・応用的研究であって次の分野に属するもの  

材料技術・機械技術・電気電子技術    

（３）研究期間  １年（平成３１年４月から平成３２年３月まで） 

（４）助成限度額   １２０万円 

（５）助成総額  １，４００万円程度 

 

 

Ⅱ 公益目的事業２（人材育成事業） 

  科学技術の振興と産業の発展を担う人材の育成事業を行う。 

 

１ 技術セミナー 

   ものづくり技術開発の高度化を促進することを目的に、先端技術シーズや研究開発の最前

線の状況を紹介するセミナーを開催する。 

 （１）名  称  ものづくり先端技術セミナー 

 （２）共  催  公益財団法人京都技術科学センター 

          京都府中小企業技術センター 

 （３）開催回数  ４回 

 （４）対 象 者  関連企業の技術者・研究者 

 （５）募集人員  各回４０名 

 （６）受 講 料  無料 

 



２ 技術研究会 

 

 （１）ＣＡＥ技術研究会 

    設計・製造分野においてＣＡＥ（Computer Aided Engineering）が普及してきたが、     

ＣＡＥを「ものづくり」の中で適切に活用するためには、まだまだ乗り越えなければなら

ない課題がある。 

このような中、ＣＡＥの概説から実習、事例研究を通じて、生産プロセス開発に必要な

データの収集及び解析など基礎的な学習を行い、設計者が日常の仕事に活用できる技術を

修得することを目的に研究会を開催する。 

 

   ア 名  称  ＣＡＥ技術研究会 

   イ 共  催  公益財団法人京都技術科学センター 

           京都府中小企業技術センター 

 ウ 開催回数  １７回 

   エ 対 象 者  関連企業の技術者・研究者 

   オ 募集人員  １２名 

   カ 会  費  年額 新規 ５０,０００円／人・継続２５，０００円／人 

 

 

（２）京都品質工学研究会 

製造業では、ユーザーのニーズにマッチした魅力的な製品を生み出すことも重要である

が、その製品を低コストで製造上のトラブルも市場クレームも起こさせない、安定した製

品・設計･製造技術を開発することが大きな課題となっている。 

   このような中、将来起こるかもしれない多くの問題を未然に防止し、安定した設計･製

造技術を効率よく開発するための技術的方法論として広く活用されている品質工学を学

び、実践し、効率的な技術・製品開発を実現するための技術力を持つ技術者を育成するこ

とを目的に研究会を開催する。 

 

   ア 名  称  京都品質工学研究会 

   イ 共  催  公益財団法人京都技術科学センター 

           京都府中小企業技術センター 

   ウ 開催回数  ７回程度 

   エ 対 象 者  関連企業の技術者 

   オ 募集人員  ２０社程度 

 カ 会  費  年額 新規２０,０００円／人・継続１５，０００円／人 

 

 

 



３ テクノアイデアコンテスト 

   将来の産業・科学技術の発展を担うベンチャー精神に富んだ起業家や柔軟でユニークな発

想を持つ研究者を育成するため、科学技術やものづくりへの関心を高める取組の一環として、

高校生、高等専門学校生、大学生及び大学院生を対象に、斬新で独創的なアイデアを募集し、

書類審査通過者を対象にコンテストを開催する。 

 

 （１）名   称  テクノ愛２０１８ 

 （２）主   催  テクノ愛実行委員会 

 （３）共   催  公益財団法人京都技術科学センター 

           京都大学産官学連携本部 

 （４）後援（予定） 文部科学省 

近畿経済産業局 

           京都府教育委員会 

           京都市教育委員会 

           ＮＨＫ京都放送局 

           国立研究開発法人科学技術振興機構 

日本ベンチャー学会    

           関西ベンチャー学会 

 （５）協賛（予定） 大阪大学産学共創本部 

           神戸大学学術・産業イノベーション創造本部 

京都工芸繊維大学研究戦略推進本部 

大阪電気通信大学 

            関西サイエンス・フォーラム 

 （６）協力（予定） 京都大学生活協同組合 

（７）応募資格   ①高校の部  全国の高校生及び高等専門学校３年生まで 

              ②大学の部  全国の大学生、高等専門学校４・５年生、大学院生 

 （８）応募期間   平成３０年６月１日～９月１２日 

 （９）審 査 方 法   選考委員による書類審査で、コンテストに進む高校の部、大学の部 各     

９テーマを選考。コンテストでは、プレゼンテーションに基づき審査 

（10）コンテスト   ①開 催 日  平成３０年１１月２３日（金・祝日）（予定） 

            ②開催場所  京都大学国際科学イノベーション棟 （予定） 

 （11）表 彰 等  高校の部、大学の部ごとにグランプリ、準グランプリ、優秀賞及び奨励

賞を、また総合の部としてテクノ愛賞を選考し、賞状、表彰楯及び副賞を

授与する。  

また、コンテストに進まなかったテーマのうち、書類審査で健闘したと 

認められたものに、健闘賞として賞状及び副賞を授与する。 

（12）参 加 料  無料 

 



４ 科学館・技術館訪問研修 

   中学生及び高校生を対象に、夏休み期間を利用して、高い技術力を有する企業等を訪問し、

研究開発の歩みや経験、将来展望等の講話を聴くとともに、生産工程等を見学することを通

じて将来の技術者や研究者の芽を育てることを目的に研修会を開催する。 

 

 （１）名 称   科学館・技術館訪問研修 

 （２）後援（予定）  近畿経済産業局 

京都府教育委員会 

            京都市教育委員会 

 （３）開催時期    平成３０年８月 1日（水）（予定） 

 （４）訪 問 先   株式会社 SCREENホールディングス久御山事業所  （予定） 

           （株式会社 SCREENグラフィックソリューションズ） 

 （５）参加資格    近畿地方の中学生･高校生及び教員 

 （６）募集人数    ４０人 

 （７）参 加 料    無料 

 

 

５ おもしろサイエンス 

小学生を対象に、冬休みと春休みの期間を利用して、科学実験や工作を体験することを通じ

て科学への関心や理解を深めることを目的に実験教室を開催する。 

 

（１）名 称   ① おもしろサイエンス「クリスマスの実験教室」 

            ② おもしろサイエンス「春の実験教室」 

 （２）協 力  サイエンスＥネット 

 （３）後援（予定） 京都府教育委員会 

           京都市教育委員会 

 （４）開催時期   ① 平成３０年１２月下旬 

           ② 平成３１年 ３月中下旬 

 （５）参加資格   近畿地方の小学生（保護者同伴） 

 （６）募集組数   各回とも４０組（小学生４０人と保護者） 

 （７）参 加 料  無料 

 

 

６ 科学技術情報等提供 

   ホームページを活用して、当センターが実施する事業やイベントの周知、研究開発助成成

果報告書の掲載、各種人材育成事業の開催状況等の情報を提供し、利用者やイベント参加者

の拡大を図るとともに、科学技術情報を広く発信する。 

 



Ⅲ 収益事業 

公益目的事業の実施に必要な財源を得るため、本法人が所有する建物・土地を事務室・研

究室・倉庫、駐車場等として賃貸するとともに、会議室、ホールを貸し出し、その収益を活

用する。 

 

 

Ⅳ その他 

 １ 長期ビジョンの策定及び具体化に向けた取組みの実施 

   長期ビジョン検討委員会からの報告を基に理事会で承認された長期ビジョンについて、評

議員会に報告した上で、実施計画を策定するなど具体化に向けた取組を行う。 

 

 ２ 建物・設備の改修等 

   建物周辺の外構の補修、地階トイレの改装の工事を実施するとともに、平成２９年度に実

施した建物・設備診断に基づく改修等の計画を策定する。 


